
様式１（主な取組）

【 098-866-2330 】担当部課 【連絡先】 商工労働部産業政策課 関連URL ―

　特許等の知的財産の活用による中小企業等の競
争力強化を図るため、専門家指導による知的課題
の解決や学校等を中心に知的財産教育を実施。

県,事業者

中小企業等の知的財産に関する課題解決の利活用促進

知的財産の保護支援件数（支援団体数）（累計）

３件 ３件（６件） ３件（９件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 知的財産保護支援 対応する成果指標 県内からの特許等出願件数（累計）

施策の方向
・県内大学等や県立試験研究機関が持つ研究シーズや成果を本県の産業振興に結び付けていくため、知的財産権制度の活用や技術移転を推進する
とともに、知的財産の創造・保護・活用に向けた普及啓発や企業ニーズ等を見据えた地場産業の高度化等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(5)-ア
ＯＩＳＴ等を核としたイノベーション・エ
コシステムの構築

施 策 ②研究成果等の知的財産化・技術移転の推進

施策の小項目名
○知的財産の創造・保護・活用に向けた普及啓発や地場産業の
高度化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　中小企業等への支援においては、目標支援数３件を達成しており県内の産業財産権の普及・啓発に寄与していることから、事業の進捗について順調と判定した。

令和5年度の取組改善案 反映状況

　県内のスタートアップコミュニティに対し、知的財産に関する重要性の周知や専門
家を活用したセミナー等を実施する。

　県内のスタートアップコミュニティに対し、知的財産に関する重要性の周知や専門家を
活用したセミナー等を実施できなかった。 
　その原因として、セミナーを開催するには受講者からの企画提案が必要であり、応募へ
の難易度が高かったことが考えられる。

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　中小企業等に対し、専門家によるセミナーや相
談等を実施した。また、県内の知的人材育成を図
るため、教育機関に対し、専門家による講義を実
施した。

3件 3件 6件 ３件（６件） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　中小企業等に対し、専門家によるセミナーや相談等を実施す
る。また、県内の知的人材育成を図るため、教育機関に対し、
専門家による講義を実施した。

　県内の教育機関および中小企業等に対し、専門家によるセミ
ナーや相談等を実施する。また、セミナー等の受講中小企業に
対し、各機関と連携し助言する。

活動指標名
知的財産の保護支援件数（支援団
体数）（累計）

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 13,189 13,811 県単等 委託 13,715

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 知的財産包括支援事業 予算事業名 知的財産包括支援事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　スタートアップコミュニティに対し、セミナーを実施でき
なかった。セミナーを開催するには受講者からの企画提案が
必要であり、応募への難易度が高かったことが原因だと考え
られる。

① 執行体制の改善

　セミナー実施への応募を待つだけでなく、県側でセミナー
を企画・開催することで、県内のスタートアップコミュニ
ティに対し、知的財産に関する課題の掘り起こしや保護支援
を実施する。



様式１（主な取組）

【 098-866-2337 】担当部課 【連絡先】 商工労働部ものづくり振興課 関連URL ―

　県工業技術センターにおいて県内製造業における
技術的課題を解決するための開発支援的な研究を
行う。

県

県工業技術センターにおいて、県内製造業における技術的課題を解決するための研究

県内企業が製品製造に必要となる基礎技術に関する研究件数（累計）

５件 ５件（10件） ５件（15件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 工業研究の推進 対応する成果指標 県内からの特許等出願件数（累計）

施策の方向
・県立試験研究機関については、新たな産業の創出や地場産業の高度化に結び付けるため、産業界や県民ニーズ等を見据えた付加価値の高い製
品・技術の開発に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 3-(5)-ア
ＯＩＳＴ等を核としたイノベーション・エ
コシステムの構築

施 策 ②研究成果等の知的財産化・技術移転の推進

施策の小項目名 ○付加価値の高い製品・技術の開発



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R4年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　県工業技術センターにおいて県内製造業におけ
る技術的課題の解決に資するため、県内企業が製
品製造に必要となる基礎技術に関する研究１７件
を実施した。

19件 19件 17件 ５件（10件） 100.0%

令和5年度活動内容 令和6年度活動計画

　県内企業が製品製造に必要となる基礎技術に関する研究17件
を実施した。

　県内企業が製品製造に必要となる基礎技術に関する研究5件
を実施する。

活動指標名
県内企業が製品製造に必要となる
基礎技術に関する研究件数（累
計）

R5年度
進捗状況

実績値

R3年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 3,099 3,336 県単等 直接実施 3,649

主な財源 実施方法 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 工業研究費（単独） 予算事業名 工業研究費（単独）



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　人材不足への対応として、製造現場へのデジタル技術導入
による生産性向上の動きが活発化している。 ⑥ 変化に対応した取

組の改善

　生産性向上のための企業へのIoT導入に係る研究会・講習会
等を実施する。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　IoT、AIなどデジタル技術の利用が急速に普及してきてお
り、県内企業のデジタル技術活用への関心が一層高まってき
ている。それに対応できる人材の確保・育成、及び設備の充
実が必要である。

① 執行体制の改善

　研究員の継続的な技術レベルの向上と、大学や産総研との
連携による体制の強化を図る。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　「県内企業が製品製造に必要となる基礎技術に関する研究件数」の目標値「５件」に対し実績値「１７件」であることから、「順調」と判断した。研究で得られた成果は、今
後の技術支援業等で活用される予定。

令和5年度の取組改善案 反映状況

○　研究員の継続的な技術レベルの向上と、大学や産総研との連携による体制の強化
を図る。 
○　生産性向上のための企業へのIoT導入に係る研究会・講習会等を強化して実施す
る。

○　研究員の資質向上のため生活習慣病予防の新たな機能性評価技術に関する研修に研究
員を派遣したほか、産総研イノベ―ションコーディネーター活動を通して産総研と連携し
ている。 
○　生産性向上のための企業へのIoT導入に係る研究会を３回実施した。


